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≪　今日の主なニュース　≫　　　　　　　　　　　　　　   　　〜 日経ニュースなどを中心に抜粋 〜
◆米国への輸出額4カ月ぶり減　4月貿易統計、関税発動後に自動車減少

・財務省が発表した4月の貿易統計速報によると、米国への輸出は前年同月比で1.8%減の1兆7708億円となった。4

カ月ぶりに減少した。トランプ米政権が4月に発動した相互関税や自動車への追加関税が影響した可能性がある。自

動車の輸出額は5130億円と4.8%減った。

◆4月の訪日客数390万人、単月最高を更新　中国客の回復続く

・日本政府観光局（JNTO）が発表した4月の訪日客数は390万8900人で、単月で過去最高を更新。前年同月の304

万3003人と比べて28.5%増えた。中国からの客足の回復が続いたほか、イースター休暇だった欧米やオーストラリア

からも多くの観光客が来た。4月の客数はこれまで単月で最高だった1月の378万1629人を上回った。

◆職場の熱中症死、原因の9割は対応の遅れ　6月から企業に罰則

・全企業を対象に6月から熱中症対策が義務付けられるのを前に、各社が対応を急いでいる。年間約30人が職場で

の熱中症で亡くなり、9割は初期症状の放置や措置の遅れが原因だった。従業員の異変を早期に把握し重症化を防

ぐのが対策の柱で、怠れば責任者に罰則が科される。暑さは既に厳しさを増しつつあり、予防策の徹底が求められる。

≪　業界ニュース　≫　　　　　　　　〜 日経ニュース・日刊工業新聞・新建ハウジングなどを中心に抜粋 〜
◆改正下請法が成立、運送委託も対象に「下請」の呼称も変更

・事業者間の取引適正化を図るための「下請代金支払遅延等防止法」（下請法）が参議院本会議で成立し、2026年

1月1日に施行される。中小事業者の利益保護を強化するため、協議を行わずに価格を据え置くことや手形による支

払いを禁止。「下請事業者」を「中小受託事業者」に変更する。運送事業者への委託も新たに対象。

◆ガソリン定額補助開始、22日まず5円下げ　脱炭素に逆行も打ち切れず

・ガソリン購入を補助する制度が変わる。これまでは1リットルあたり185円の基準小売額を上回った分について補助

していたが、22日以降は小売額がまず5円下がるように支給する。化石燃料への援助策は脱炭素に逆行するが、政

府は物価対策などを理由に打ち切れないまま。

◆ホチキスのマックス、建設工具をサブスク　資金少ない若手大工を支援

・ホチキスなどの文房具を手掛けるマックスが建設工具のサブスクリプション（定額課金）サービス「レンツール」の対

象地域を全国に広げた。価格が10万円を超える電動の釘打ち機などを1カ月あたり数千円で貸す。手元資金が少な

い若い世代の大工を支援。2023年9月に東京の多摩地域で開始し、好評なため、このほど対象地域を全国に拡大。

≪　注目商品　≫
■三協立山・三協アルミ、形材門扉・フェンスを拡充　「シャトレナⅡ」

・防犯対策として、下桟隙間15mmタイプの「下桟すき間小仕様」を追加。侵入者の足掛かり

を減らし防犯性を高め、支柱が見えにくいすっきりとしたハイデザインを実現。あわせて、フェ

ンスの切断加工を効率化する上下桟加工治具付き小口キャップを開発。

■ダイケン、耐火・気密タイプ天井点検口「CFP型」

・45分と60分の準耐火構造に対応する天井点検口。45分準耐火仕様は、内枠・外枠間の

空間に延焼防止金具を設けることにより、点検口内部への炎の侵入を抑制。60分準耐火

仕様は、さらに内枠ボード材受けアングルにより耐火性能が向上。

■ネクストエナジー・アンド・リソース、狭小住宅向け太陽電池モジュール

・日本の屋根事情を考慮し、屋根面積の小さい既築や新築住宅向けに小型化した太陽

電池モジュール。従来製品より約56％小型化したメインモジュールと、サブモジュールを

組み合わせることで、限られた屋根面積を有効活用したレイアウトが可能。


